
税務のポイント

　
政
府
は
、令
和
６
年
12
月
27
日
に
令
和
７
年
度
税
制
改
正
大
綱
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

　
法
人
会
が
提
言
し
て
い
た
中
小
企
業
に
対
す
る
軽
減
税
率・投
資
促
進
税
制
な
ど
は
２
年
間
延
長
さ
れ
、

税
と
社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
あ
り
方
を
め
ぐ
っ
て
個
人
所
得
課
税
で
は
、基
礎
控
除・給
与
所
得
控
除
が

引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
で
、「
年
収
の
壁
」へ
の
対
応
が
始
ま
り
ま
し
た
。主
な
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■
中
小
企
業
者
等
の
軽
減
税
率
の
延
長

　
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
の
軽
減
税

率
の
特
例
は
、次
の
見
直
し
を
行
っ
た
上
、

適
用
期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
、令
和
9
年

3
月
31
日
ま
で
に
開
始
す
る
事
業
年
度
と

な
り
ま
す
。

①
所
得
の
金
額
が
年
10
億
円
を
超
え
る
事

業
年
度
に
つ
い
て
、所
得
の
金
額
の
う
ち

年
8
0
0
万
円
以
下
の
金
額
に
適
用
さ
れ

る
税
率
は
15
%
か
ら
17
％
に
引
き
上
げ
ら

れ
ま
す
。

②
適
用
対
象
法
人
の
範
囲
か
ら
通
算
法

人
は
除
外
さ
れ
ま
す
。

■
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
延
長

　
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
は
、
適
用

期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
、
令
和
9
年
3

月
31
日
ま
で
に
開
始
す
る
事
業
年
度
ま

で
と
な
り
ま
す
。

■
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
の
延
長

　
中
小
企
業
者
等
が
特
定
経
営
力
向
上

設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却

又
は
税
額
控
除
制
度
は
、
一
定
の
措
置

を
講
じ
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
が
２
年

延
長
さ
れ
令
和
9
年
3
月
31
日
ま
で
と

な
り
ま
す
。

■
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の
延
長

　
認
定
地
方
公
共
団
体
の
寄
附
活
用
事

業
に
関
連
す
る
寄
附
を
し
た
場
合
の
法

人
税
額
の
特
別
控
除
制
度
は
、
適
用
期

限
が
３
年
延
長
さ
れ
、
令
和
10
年
3
月

31
日
ま
で
の
特
定
寄
附
金
に
適
用
さ
れ

ま
す
。

■
リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
の
取
扱
い

①
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
取
引

に
よ
り
資
産
の
賃
借
を
行
っ
た
場
合
、

そ
の
取
引
の
契
約
に
基
づ
き
そ
の
法
人

が
支
払
う
金
額
は
、
そ
の
金
額
の
う
ち

債
務
の
確
定
し
た
部
分
は
、
そ
の
確
定

し
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
損
金
算

入
し
ま
す
。
会
計
基
準
と
は
異
な
る
取

扱
い
で
あ
る
た
め
、
別
表
に
よ
る
調
整

が
必
要
に
な
り
ま
す
。

②
リ
ー
ス
譲
渡
に
係
る
収
益
及
び
費
用

の
帰
属
事
業
年
度
の
特
例
は
、
廃
止
さ
れ

ま
す
。（
適
用
時
期
に
つ
い
て
は
大
綱
上

明
記
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
が
一
定
の
調
整

期
間
を
設
け
る
と
思
わ
れ
ま
す
。）

③
令
和
９
年
４
月
１
日
以
後
に
締
結
さ

れ
た
所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取
引
の

リ
ー
ス
資
産
の
減
価
償
却
は
、
リ
ー
ス

期
間
定
額
法
の
計
算
で
残
価
保
証
額
を

控
除
し
な
い
こ
と
と
し
、
リ
ー
ス
期
間

経
過
時
点
に
１
円
に
達
す
る
ま
で
償
却

が
可
能
と
な
り
ま
す
。

■
防
衛
特
別
法
人
税
の
創
設

　
税
額
控
除
適
用
前
の
法
人
税
額
か
ら

基
礎
控
除
5
0
0
万
円
を
控
除
し
た
額

の
4
%
を
、防
衛
特
別
法
人
税
と
し
て
課

税
す
る
仕
組
み
が
創
設
さ
れ
ま
す
。令
和

8
年
4
月
1
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業

年
度
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

■
基
礎
控
除
の
引
上
げ

　
基
礎
控
除
は
、合
計
所
得
金
額
が
2
，

3
5
0
万
円
以
下
で
あ
る
個
人
の
控
除

額
を
10
万
円
引
き
上
げ
、58
万
円
に
な
り

ま
す
。所
得
に
応
じ
た
基
礎
控
除
は
次
の

と
お
り
で
す
。

■
給
与
所
得
控
除

　
給
与
所
得
控
除
は
、55
万
円
の
最
低
保
障

額
が
65
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

■
特
定
親
族
特
別
控
除

　
居
住
者
が
生
計
を
一
に
す
る
年
齢
19

歳
以
上
23
歳
未
満
の
親
族
等
で
控
除
対

象
扶
養
親
族
に
該
当
し
な
い
も
の
を
有
す

る
場
合
に
、そ
の
居
住
者
の
そ
の
年
分
の

総
所
得
金
額
等
か
ら
次
の
と
お
り
の
控
除

額
が
控
除
さ
れ
ま
す
。

　
大
学
生
等
の
子
が
ア
ル
バ
イ
ト
を
し
て

い
る
場
合
、子
の
収
入
金
額
が
1
0
3
万

円
を
超
え
る
こ
と
で
、親
の
扶
養
親
族
か

ら
外
れ
、結
果
と
し
て
子
の
収
入
金
額
の

手
取
り
額
の
増
加
よ
り
、親
の
税
負
担
の

増
加
が
大
き
く
な
る
こ
と
を
是
正
す
る
こ

と
を
趣
旨
と
し
ま
す
。

■
同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養
親
族
の
合

　計
所
得
金
額
要
件
の
緩
和

　
同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養
親
族
の
合

計
所
得
要
件
が
48
万
円
以
下
か
ら
58
万
円

以
下
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。こ
れ
は
、基
礎

控
除
の
金
額
と
一
致
さ
せ
る
取
扱
い
で
す
。

■
ひ
と
り
親
の
生
計
を
一
に
す
る
子
の
総

　所
得
金
額
要
件
の
緩
和

　
ひ
と
り
親
の
生
計
を
一
に
す
る
子
の
総

所
得
金
額
等
の
合
計
額
の
要
件
が
48
万
円

以
下
か
ら
58
万
円
以
下
に
引
き
上
げ
ら
れ

ま
す
。

■
勤
労
学
生
の
合
計
所
得
金
額
要
件
の
緩
和

　
勤
労
学
生
の
合
計
所
得
金
額
要
件
が
75

万
円
以
下
か
ら
85
万
円
以
下
に
引
き
上
げ

ら
れ
ま
す
。

■
家
内
労
働
者
等
の
事
業
所
得
等
の
所
得

　計
算
の
特
例
の
最
低
保
障
額
の
緩
和

　
家
内
労
働
者
等
の
事
業
所
得
等
の
所
得

計
算
の
特
例
に
つ
い
て
、必
要
経
費
に
算
入

す
る
金
額
の
最
低
保
障
額
が
55
万
円
か
ら

65
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。い
わ
ゆ
る

内
職
者
に
、給
与
所
得
控
除
と
同
額
の
控

除
を
認
め
る
制
度
で
あ
る
た
め
、給
与
所

得
控
除
と
一
致
さ
せ
る
趣
旨
で
す
。

※
前
記
の
各
改
正
は
、令
和
7
年
分
以
後

の
所
得
税
に
適
用
さ
れ
ま
す
。た
だ
し
、源

泉
徴
収
税
額
へ
の
影
響
は
令
和
8
年
1
月

1
日
以
後
支
払
う
給
与
等
及
び
公
的
年
金

等
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

■
個
人
住
民
税
の
改
正

　
所
得
税
の
改
正
に
合
わ
せ
て
個
人
住
民

税
に
、控
除
額
等
の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま
す
。

令
和
8
年
度
分
以
後
の
個
人
住
民
税
に
つ

い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

■
生
命
保
険
料
控
除
の
見
直
し

　
新
生
命
保
険
料
に
係
る
一
般
生
命
保
険

料
控
除
に
つ
い
て
、居
住
者
が
年
齢
23
歳
未

満
の
扶
養
親
族
を
有
す
る
場
合
、令
和
８

年
分
の
一
般
生
命
保
険
料
控
除
の
最
大
控

除
額
を
現
在
の
4
万
円
か
ら
6
万
円
に
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す
。た
だ
し
、
一
般
生
命

保
険
料
控
除
、介
護
医
療
保
険
料
控
除
及

び
個
人
年
金
保
険
料
控
除
の
合
計
適
用
限

度
額
は
従
来
通
り
12
万
円
と
な
り
ま
す
。

■
子
育
て
世
帯
向
け
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
改
正

　
引
き
下
げ
予
定
で
あ
っ
た
借
入
限
度
額

は
、特
例
対
象
個
人（
夫
婦
ど
ち
ら
か
が
40

歳
未
満
あ
る
い
は
19
歳
未
満
の
子
が
い
る
）

の
場
合
、取
得
し
た
省
エ
ネ
性
能
に
優
れ
た

長
期
優
良
住
宅
に
令
和
７
年
の
間
に
居
住

の
用
に
供
し
た
場
合
で
も
、住
宅
借
入
金
等

の
年
末
残
高
の
限
度
額
5
，0
0
0
万
は
維

持
さ
れ
ま
す
。

■
確
定
拠
出
年
金
制
度
等
の
改
正
に
合
わ
せ

　た
対
応

①
企
業
型
確
定
拠
出
年
金
制
度
の
マ
ッ
チ

ン
グ
拠
出
に
つ
い
て
、企
業
型
年
金
加
入
者

掛
金
の
額
は
事
業
主
掛
金
の
額
を
超
え
る

こ
と
が
で
き
な
い
と
す
る
要
件
が
廃
止
さ

れ
ま
す
。ま
た
、拠
出
限
度
額
は
、確
定
給

付
企
業
年
金
制
度
に
加
入
し
て
い
な
い
者

は
月
額
6・2
万
円
、加
入
し
て
い
る
者
は

月
額
6・2
万
円
か
ら
確
定
給
付
企
業
年

金
ご
と
の
掛
金
相
当
額
を
控
除
し
た
額
、

に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

②
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
制
度
は
、60
歳

以
上
70
歳
未
満
で
現
行
の
個
人
型
確
定
拠

出
年
金
に
加
入
で
き
な
い
者
の
う
ち
、個
人

型
確
定
拠
出
年
金
の
加
入
者・運
用
指
図

者
で
あ
っ
た
者
又
は
私
的
年
金
の
資
産
を

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
に
移
換
で
き
る
者

で
あ
っ
て
、老
齢
基
礎
年
金
及
び
個
人
型
確

定
拠
出
年
金
の
老
齢
給
付
金
を
受
給
し
て

い
な
い
者
を
新
た
に
制
度
の
対
象
と
す
る

こ
と
と
し
、そ
の
拠
出
限
度
額
は
月
額
6・

2
万
円
と
な
り
ま
す
。拠
出
限
度
額
に
つ
い

て
は
、第
一
号
被
保
険
者
は
月
額
7・5
万

円
、企
業
年
金
加
入
者
は
月
額
6・2
万
円

か
ら
確
定
給
付
企
業
年
金
ご
と
の
掛
金
相

当
額
及
び
企
業
型
確
定
拠
出
年
金
の
掛
金

額
を
控
除
し
た
額
、企
業
年
金
に
未
加
入

の
者
は
月
額
6・2
万
円
と
な
り
ま
す
。

③
国
民
年
金
基
金
の
掛
金
額
の
上
限
は
、

月
額
7・5
万
円
と
な
り
ま
す
。

■
受
益
者
等
が
存
し
な
い
信
託
に
受
益
者
等

　が
存
在
す
る
こ
と
に
な
っ
た
場
合

　
受
益
者
等
の
存
し
な
い
信
託
で
あ
る
法

人
課
税
信
託
が
、受
益
者
等
が
存
す
る
こ

と
で
法
人
課
税
信
託
に
該
当
し
な
い
こ
と

と
な
っ
た
場
合
、そ
の
法
人
課
税
信
託
が
特

定
法
人
課
税
信
託
で
あ
る
と
き
は
、そ
の
信

託
財
産
に
属
す
る
特
定
株
式
は
、特
定
株

式
を
そ
の
該
当
し
な
い
こ
と
と
な
っ
た
時

に
お
け
る
価
額
に
よ
り
取
得
し
た
も
の
と

み
な
し
て
、そ
の
受
益
者
等
の
各
年
分
の
各

種
所
得
の
金
額
を
計
算
す
る
も
の
と
し
、特

定
株
式
の
そ
の
時
の
直
前
の
帳
簿
価
額
に

相
当
す
る
金
額
は
、受
益
者
等
の
そ
の
取

得
し
た
日
の
属
す
る
年
分
の
各
種
所
得
の

金
額
の
計
算
上
、総
収
入
金
額
に
算
入
し

な
い
こ
と
と
な
り
ま
す
。

■
退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
票
の
提
出
義
務

　
退
職
手
当
等
の
支
払
を
す
る
者
は
、退

職
手
当
等
の
支
払
を
受
け
る
全
て
の
居
住

者
に
係
る
退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
票
を
税

務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
と
な
り
ま
す
。令
和
８
年
１
月
１
日
以
後

に
提
出
す
べ
き
退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
票

に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

■
結
婚・子
育
て
資
金
の
一
括
贈
与
制
度
の

　期
限
の
延
長

　
直
系
尊
属
か
ら
結
婚・子
育
て
資
金
の

一
括
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非

課
税
措
置
の
適
用
期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
、

令
和
9
年
3
月
31
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

■
事
業
承
継
税
制
の
改
正

事
業
承
継
税
制
で
は
、非
上
場
株
式
等
に

係
る
贈
与
税
の
納
税
猶
予
の
特
例
制
度
に

お
け
る
役
員
就
任
要
件
が
、「
役
員
と
し
て

贈
与
の
日
ま
で
3
年
以
上
継
続
し
て
い
る

こ
と
」か
ら「
贈
与
の
直
前
に
役
員
で
あ
る

こ
と
」に
緩
和
さ
れ
ま
す
。令
和
7
年
1
月

1
日
以
後
の
贈
与
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

　
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
規
定
す

る
先
端
設
備
等
導
入
計
画
に
基
づ
き
、中

小
事
業
者
等
が
取
得
す
る
生
産
性
向
上

や
賃
上
げ
に
資
す
る
一
定
の
機
械・装
置

等
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特

例
措
置
は
、次
の
見
直
し
を
行
っ
た
上
、そ

の
適
用
期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
ま
す
。

①
対
象
資
産
を
雇
用
者
給
与
等
支
給
額

の
引
上
げ
の
方
針
を
位
置
づ
け
た
同
計
画

に
基
づ
き
取
得
す
る
一
定
の
機
械・装
置

等
に
限
定
し
ま
す
。

②
当
該
機
械・装
置
等
に
係
る
課
税
標
準

は
、次
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

■
輸
出
物
品
販
売
場
に
お
け
る
免
税
方
式
の

　見
直
し

①
輸
出
物
品
販
売
場
を
経
営
す
る
事
業

者
が
、免
税
購
入
対
象
者
に
対
し
て
免
税

対
象
物
品
を
譲
渡
し
た
場
合
、購
入
者
が

購
入
し
た
日
か
ら
90
日
以
内
に
出
港
地
の

税
関
長
に
よ
る
確
認
を
受
け
た
と
き
は
、

そ
の
確
認
を
し
た
旨
の
情
報
を
輸
出
物
品

販
売
場
を
経
営
す
る
事
業
者
に
お
い
て
保

存
す
る
こ
と
を
要
件
に
、そ
の
免
税
対
象

物
品
の
譲
渡
に
つ
い
て
、消
費
税
が
免
除

さ
れ
ま
す
。

②
免
税
購
入
対
象
者
は
、購
入
し
た
免
税

対
象
物
品
に
つ
い
て
、出
国
時
に
旅
券
等

を
提
示
し
て
税
関
長
の
確
認
を
受
け
、そ

の
確
認
を
受
け
た
免
税
対
象
物
品
を
国
外

に
持
ち
出
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と

さ
れ
ま
す
。

③
税
関
長
は
、輸
出
物
品
販
売
場
を
経
営

す
る
事
業
者
に
対
し
、購
入
記
録
情
報
ご

と
に
、国
税
庁
の
免
税
販
売
管
理
シ
ス
テ

ム
を
通
じ
て
税
関
確
認
情
報
を
提
供
す
る

も
の
と
さ
れ
ま
す
。

■
免
税
対
象
物
品
の
範
囲
の
見
直
し

①
消
耗
品
に
つ
い
て
免
税
購
入
対
象
者
の

同
一
店
舗
一
日
当
た
り
の
購
入
上
限
額
及

び
特
殊
包
装
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、一
般

物
品
と
消
耗
品
の
区
分
が
廃
止
さ
れ
ま
す
。

②
免
税
販
売
の
対
象
外
と
さ
れ
て
い
る
通

常
生
活
の
用
に
供
し
な
い
も
の
の
要
件
を

廃
止
し
、金
地
金
等
の
不
正
の
目
的
で
購

入
さ
れ
る
お
そ
れ
が
高
い
物
品
は
、免
税

販
売
の
対
象
外
と
さ
れ
る
物
品
と
し
て
個

別
に
定
め
る
仕
組
み
と
な
り
ま
す
。

■
免
税
販
売
手
続
の
見
直
し

①
船
舶
観
光
上
陸
許
可
等
に
よ
り
上
陸

す
る
者
の
免
税
販
売
手
続
は
、上
陸
許
可

書
及
び
旅
券
の
提
示
を
求
め
、輸
出
物
品

販
売
場
を
経
営
す
る
事
業
者
は
、旅
券
番

号
に
基
づ
き
購
入
記
録
情
報
を
提
供
す
る

も
の
と
し
ま
す
。

②
免
税
購
入
対
象
者
が
輸
出
物
品
販
売
場

で
運
送
契
約
を
締
結
し
、そ
の
場
で
物
品

を
運
送
事
業
者
へ
引
き
渡
す
、い
わ
ゆ
る

「
直
送
」に
よ
る
免
税
販
売
方
式
は
、輸
出

免
税
制
度
に
よ
り
消
費
税
を
免
除
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。輸
出
物
品
販
売
場
で

の
販
売
は
、購
入
者
の
不
正
が
多
く
、輸
出

物
品
販
売
場
の
負
担
が
大
き
く
な
っ
て
い

ま
し
た
。今
回
の
改
正
で
輸
出
物
品
販
売

場
の
負
担
が
相
当
軽
減
さ
れ
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
ま
す
。

■
グ
ロ
ー
バ
ル・ミ
ニ
マ
ム
課
税
へ
の
対
応

　
軽
課
税
所
得
ル
ー
ル
へ
の
対
応
及
び
国

内
ミ
ニ
マ
ム
課
税
に
対
応
す
る
た
め
の
法

整
備
を
行
い
ま
す
。国
際
的
な
、税
率
の
引

下
げ
競
争
を
防
止
す
る
趣
旨
の
改
正
で
す
。

■
ガ
ソ
リ
ン
税
の
引
下
げ

　
ガ
ソ
リ
ン
の
暫
定
税
率
は
廃
止
さ
れ
る

見
込
み
で
す
。具
体
的
な
実
施
時
期
等
に

つ
い
て
は
、今
後
協
議
さ
れ
る
見
込
み
で

す
。報
道
等
で
大
き
く
取
り
上
げ
ら
れ
て

い
た
部
分
で
す
が
、生
活
に
直
結
す
る
減

税
と
な
り
ま
す
。

法
人
税
関
係

相
続
税・贈
与
税
関
係

所
得
税・住
民
税
関
係

資
産
税
関
係

消
費
税
関
係

そ
の
他

東
京
法
人
会
連
合
会

☆
記
事
内
容
に
つ
い
て
の
お
問
合
せ
は…

Ｔ
Ｉ
Ｓ
税
理
士
法
人

税
理
士
　
飯
田 

聡一郎

TEL 

０
３‒

５
３
６
３‒

５
９
５
８

FAX 

０
３‒

５
３
６
３‒

５
４
４
９

HP http://w
w
w
.iida-office.jp/

中
小
企
業
に
対
す
る
軽
減
税
率
は
維
持
！

　
　
　
　
　
　
　
　
　税
と
社
会
保
障
の
問
題
へ
の
対
応
が
始
ま
る
！

令
和
7
年
度 

税
制
改
正
大
綱

－

法
人
会
の
税
制
改
正
提
言

－雇用者
給与等
支給額

1.5％以上
引上げ

3％以上
引上げ

課税
標準額

2分の1

4分の1

軽減期間

3年間

5年間

本人の合計
所得金額

2,350万円以下

2,350万円超
2,400万円以下

2,400万円超
2,450万円以下

2,450万円超
2,500万円以下

基礎控除

58万円

48万円

32万円

16万円

親族等の合計所得金額

58万円超　85万円以下

85万円超　90万円以下

90万円超　95万円以下

  95万円超　100万円以下

100万円超　105万円以下

105万円超　110万円以下

110万円超　115万円以下

115万円超　120万円以下

120万円超　123万円以下

控除額

63万円

61万円

51万円

41万円

31万円

21万円

11万円

6万円

6万円

７ 6



税務のポイント

四 谷 税 務 署 か ら の お 知 ら せ 　
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※ 国税庁経験者採用試験（国税調査官級）については、令和６年度の実施状況を記載しています。 
令和７年度の試験概要については、令和７年７月以降に人事院及び国税庁ホームページに掲載予定です。 

国 税 職 員 採 用 募 集 
Ｐｒｉｄｅ ｏｆ ｔｈｅ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ ～公平な世の中を創る、志～ 

   適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を、我々と一緒に目指してみませんか? 
国税職員は、国税局や税務署において、税務のスペシャリストとして法律・経済・会計等の専門知識

を駆使して適正な課税を維持し、また、租税収入を確保するための事務を行います。 

 

 
 
 
  

 

 

各試験 
区分 

国 税 専 門 官 
（A 区分） 

国 税 専 門 官 
（B 区分） 

税 務 職 員 
国 税 庁 経 験 者 
（国税調査官級） 

※令和 6 年度の実施状況 
受験資格 １ 平成７年４月２日～平成 16 年４月１日生まれの者 

２ 平成 16 年４月２日以降生まれの者で次に掲げるもの 
 大学（短期大学を除く。）を卒業した者及び令和 8 年 

３月までに大学を卒業する見込みの者 
 人事院が上記に掲げる者と同等の資格があると認め 

る者 

１ 令和 7 年４月１日において高等学校又は
中等教育学校を卒業した日の翌日から起算
して３年を経過していない者（令和 4 年４
月１日以降に卒業した者が該当する。）及び
令和 8 年３月までに高等学校又は中等教育
学校を卒業する見込みの者 

２ 人事院が上記１に掲げる者に準ずると認
める者 

令和 6 年４月１日において、大学
等（短期大学を除く。）を卒業し
た日又は大学院の課程等を修了
した日のうち最も古い日から起
算して８年を経過した者 

申込期間 令和 7 年２月 20 日（木）９時 
～３月 24 日（月）[受信有効] 

令和 7 年６月 13 日（金）９時 
 ～６月 25 日（水）[受信有効] 

令和 6 年７月 22 日（月）９時 
～８月 13 日（月）[受信有効] 

１次試験 令和 7 年５月 25 日（日） 令和 7 年９月 7 日（日） 令和 6 年 9 月 29 日（日） 

試験科目 基礎能力試験（多肢選択式） 基礎能力試験（多肢選択式） 
適性試験（多肢選択式） 
作文試験 

基礎能力試験（多肢選択式） 
経験論文試験 
 

専門試験（多肢選択式） 

[必須] 
民法･商法、会計学 
[選択必須] 
民法･商法、会計学、憲法･行
政法、経済学、英語 
[選択] 
財政学、経営学、政治学･社
会学･社会事情、商業英語 

[必須] 
民法・商法、会計学、基礎数学 
[選択] 
情報数学・情報工学、統計学、
物理、化学、経済学、英語 

専門試験（記述式） 
憲法、民法、経済学、 

会計学、社会学 
科学技術に関連する領域 

２次試験 令和７年６月 23 日（月）～７月 4 日（金） 
※ １次試験合格通知書で指定する日時 

令和 7 年 10 月 15 日（水） 
～10 月 24 日（金） 

※ １次試験合格通知書で指定する日時 

令和 6 年 11 月 2 日（土）、3 日
（日）、４日（月）、９日（土）又
は 10 日（日）で指定する１日 

人物試験、身体検査 人物試験、身体検査 人物試験 

３次試験 
  

令和６年 11 月下旬又は 12 月上
旬で指定する１日 

総合評価面接試験 

合格発表 令和７年８月 12 日（火） 令和 7 年 11 月 18 日（火） 令和６年 12 月 19 日（木） 

◆ 採用関係 

       お役立ちリンク集

◆ 人事院国家公務員 

試験【採用ＮＡＶＩ】
◆ Ｗｅｂ-ＴＡＸ-ＴＶ国税の納付はダイレクト納付

(e-Taxによる口座振替)が便利です

源泉所得税 法人税・地方法人税
消費税及び
地方消費税

税務署窓口での国税の納付・納税証明書交付請求手数
料の納付は令和７年４月14日からは

電子納税証明書（ＰＤＦ）なら、ネットで完結！何枚でも印刷して使えます！
「電子証明書」と「ネットバンク」を使えばオフィスにいながらe-Taxで取得可能です
※電子証明書…「法務局などで取得できる電子証明書」又は「代表者個人のマイナンバーカード」

詳細は国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）「納税・納税証明書手続」へ

✔ ✔
✔
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新宿都税事務所からのお知らせ

税務のポイント

主税局 HP（縦覧について） 主税局 HP（本人確認方法について）

（注）納税通知書は 6月２日（月）に発送予定です。

期間 令和７年 4月 1日（火）から６月３０日（月）まで（土・日・休日を除く。）

時間 午前 8時 30分から午後 5時まで

場所 土地・家屋が所在する区にある都税事務所

縦覧できる方 令和７年 1月 1日現在、23区内に土地・家屋を所有する納税者の方

縦覧できる内容 所有資産が所在する区で課税されている土地・家屋の価格など(縦覧帳簿）

必要書類
納税者本人であることを証明できるもの
※運転免許証、旅券（パスポート）等、官公署が発行した顔写真付きの書類であれば１種類の
提示、それ以外の書類は複数の提示が必要です。詳細は東京都主税局のホームページをご覧
いただくか、土地・家屋が所在する区にある各都税事務所にお問い合わせください。

新宿都税事務所からのお知らせ

東京都新宿都税事務所（相談広報担当）

新宿区西新宿７－５－８（03-3369-7151）

東京都主税局では、本人へのなりすましなどにより、不正な目的で公簿の閲覧及び証明の申請を行うことを
防止し、納税者の皆様の個人情報保護を図るために、縦覧時の本人確認等を厳格に行っております。ご理解と
ご協力をよろしくお願いいたします。

※縦覧制度の詳細は、※縦覧制度の詳細は、
主税局ホームページをご覧ください。

評価証明・名寄帳申請は２３区内の固定資産（土地・家屋）

混雑する期間を避けて混雑する期間を避けて混雑する期間を避けて混雑する期間を避けてご来所くださいご来所くださいご来所ください

（新宿都税事務所）

４月上旬頃は特に激しく混み合いますので、可能な限り中旬以降に
ご来所ください。月曜・金曜は混み合い、水曜は比較的空いています。

４月１日の来所から受付までの待ち時間は最大で２時間超、受付か
ら交付までは更にお時間を頂いています。

0

50

100

150

200

250 令和６年４月の証明・閲覧窓口来所人数 （新宿都税事務所）

４月１日の来所から受付までの待ち時間は最大で２時間超、
受付から交付までは更にお時間を頂いています。

人

● 都税の納税証明・評価証明等の申請には LoGoフォームをご活用ください
証明書等の申請・手数料納付は、パソコン及びスマートフォンから「LoGoフォーム」でお手続が可能です。
申請可能な証明等の種類、詳細な手続 Q&Aについては、主税局ＨＰをご確認ください。
https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/application/logoform

東京都主税局 LoGoフォーム東京都主税局 LoGoフォーム 検索検索
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　　　　 第 15 回通常総会の開催について　　　　 
日　時　令和 7 年 6 月 20 日（金）午後 5 時 30 分（受付開始午後 5 時）
　　　　【第一部】第 15 回通常総会　午後 5 時 30 分より
　　　　【第二部】懇親会　　　　　  午後 6 時 30 分より
会　場　ホテルグランドヒル市ヶ谷　 新宿区市谷本村町 4-1　☎ 03-3268-0111
　　　　【第一部】第 15 回通常総会　3 階　瑠璃西
　　　　【第二部】懇親会　　　　　  3 階　瑠璃東・中
　法律に定められた正式な「総会召集通知」については、5 月 8 日（木）に開催される理事会後に、
通常総会参考書類（議案及び報告事項）と同封して発送いたしますので、必要事項をご記入いた
だき、ご返送をお願い申し上げます。
また、やむを得ない理由により総会にご欠席される会員の方は、他の会員を代理人として決議権
を委任することができます。
委任状の提出に、会員の皆様のご協力を何卒よろしくお願い申し上げます。

                   皆さんも取り組みませんか！      　　　　
　　　　　『地球温暖化対策報告書』の提出   　　　     　
　四谷法人会をはじめ都内の法人会では、地域貢献活動の一環として、東京都の「地球温暖化対
策報告書」の提出に取り組んでいます。
　地球温暖化対策報告書制度は、報告書作成の過程で皆様のCO ₂排出状況を把握し、具体的な対
策の実施につなげることで、温暖化対策に取り組むことを目的とした制度です。温暖化対策が求
められる昨今、報告書を作成することで、使用量を把握する習慣がつき、光熱水費の削減につな
がり、さらに、温暖化対策に取り組む事業者として、東京都のホームページに掲載され、PRシー
トの活用も可能であり、省エネ設備取得を支援するための法人事業税の減税制度の活用が可能と
なるなどのメリットも。
　作成は簡単です。まず、1年間の電気、ガス、水道などの使用量を把握、次にホームページの『報
告書の作成』で作成し、そして提出します。
　皆様も令和６年度分地球温暖化対策報告書の提出にご協力をお願いいたします。
令和 6年度（令和 6年 4月～令和 7年 3月）分の提出期限は令和 7年 12 月 16 日（月）( 任意提
出の場合 ) です。

　　　　　Y.G.C　令和７年度コンペ開催予定   　　　　
四谷法人会のゴルフ愛好者の集まりである Y.G.C コンペを開催いたします。
会員相互の親睦が深まる貴重な機会です。
令和 7 年度の競技スケジュールは次の予定となっておりますので、よろしく御計画ください。　
また、法人会会員の皆様の中でゴルフがお好きな方は是非
YGC 会に入会してゴルフを楽しみましょう。

　

 四谷法人会からのお知らせ

　回　　 開　催　日 開　　催　　場　　所
180 回　 4 月 9 日（水） 久能カントリー俱楽部
181 回 6 月 11日（水） 飯能ゴルフクラブ
182 回 9 月 10 日（水） 武蔵カントリークラブ

183 回 11 月 12 日（水） 狭山ゴルフ・クラブ （新ペリア）　  
11 月 13 日（木） 別会場にて表彰式及び年末懇親会

四谷法人会会員のひろば

制度の概要　下記 URL を検索の上、ご参照ください。　
地球温暖化対策報告書制度　https://www8.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/ondanka
報告書の作成方法
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外
苑
東
通
り
を
四
谷
三
丁
目
か
ら
信
濃
町
方
面
へ
向
か
う
と
左
側
に
四
谷
メ
デ
ィ
カ
ル
ビ
ル
が
あ

り
ま
す
。
診
療
施
設
や
製
薬
会
社
な
ど
医
療
関
係
の
み
が
入
居
し
て
い
る
建
物
に
有
限
会
社
か
づ

き
れ
い
こ
が
あ
り
ま
す
。
取
締
役
の
か
づ
き
れ
い
こ
さ
ん
に
お
話
を
伺
い
ま
し
た
。

●
事
業
内
容
は
「
医
療
機
関
と
連
携
し
た
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
の
実
施
·
普
及
活
動
　
学
会
·
論

文
発
表
　
講
演
·
講
義
　
商
品
の
開
発
·
卸
·
販
売
　
サ
ロ
ン
·
シ
ョ
ッ
プ
経
営
　
メ
イ
ク

レ
ッ
ス
ン
の
提
供
、
講
師
養
成
·
派
遣
　
社
会
貢
献
活
動
」
と
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
拝
見
し
ま
し

た
。「
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
」
と
は
ど
う
い
う
も
の
な
の
で
す
か
。

か
づ
き　
「
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
」
と
は
、
医
療
機
関
と
連
携
し
、
外
観
に
損
傷
を
負
っ
た
方
が

社
会
復
帰
を
目
指
す
た
め
の
技
術
を
習
得
す
る
メ
イ
ク
で
す
。
傷
や
や
け
ど
痕
な
ど
を
カ
バ
ー

し
、
外
観
を
整
え
な
が
ら
、
Q
O
L
（
Q
u
a
l
i
t
y 

o
f 

L
i
f
e
：
生
活
の
質
）
を

高
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
欧
米
で
行
わ
れ
て
い
た
、
従
来
の
隠
す
こ
と
に
主
眼
を

置
い
た
カ
モ
フ
ラ
ー
ジ
ュ
メ
イ
ク
と
は
異
な
り
、
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
で
は
、
自
ら
の
外
観
を
受

容
し
、
社
会
復
帰
を
目
指
す
も
の
で
、
年
齢
や
性
別
を
問
わ
ず
ど
な
た
で
も
対
象
に
な
り
ま
す
。

●
失
礼
で
す
が
、
ま
だ
一
般
の
方
に
は
な
じ
み
が
薄
い
言
葉
か
と
思
い
ま
す
が
。

か
づ
き　

そ
う
か
も
し
れ
ま
せ
ん
ね
。
実
際
、
私
が
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
を
始
め
た
当
初
も
、
美

容
と
医
療
の
世
界
に
は
大
き
な
壁
が
あ
り
、な
か
な
か
理
解
を
得
る
の
が
難
し
い
状
況
で
し
た
。

し
か
し
、
そ
の
有
用
性
を
証
明
す
る
た
め
に
、
エ
ビ
デ
ン
ス
デ
ー
タ
を
集
め
、
さ
ま
ざ
ま
な
調

査
研
究
を
行
い
、
学
会
発
表
や
論
文
の
形
で
発
信
し
て
い
く
こ
と
で
、
少
し
ず
つ
認
知
さ
れ
る

よ
う
に
な
っ
て
き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
今
年
の
大
阪
・
関
西
万
博
で
は
、
国
際
赤
十
字
・
赤
新
月
運
動
が
主
催
す
る
イ
ベ
ン

ト
に
、
５
月
４
日
〜
10
日
の
期
間
、
出
展
企
業
に
選
ば
れ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
こ
れ
を
機

に
、
よ
り
多
く
の
方
に
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
の
存
在
を
お
伝
え
し
、
そ
の
可
能
性
を
感
じ
て
い
た

だ
け
れ
ば
嬉
し
い
で
す
。

●
医
学
と
の
連
携
は
、
ど
の
よ
う
に
さ
れ
て
い
ま
す
か
。

か
づ
き　

あ
り
が
た
い
こ
と
に
、
２
０
０
４
年
よ
り
日
本
医
科
大
学
付
属
病
院
を
は
じ
め
、
リ

ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
外
来
を
開
設
し
て
い
た
だ
き
、
形
成
外
科
や
皮
膚
科
だ
け
で
は
な
く
、
眼
科
や

精
神
科
で
も
調
査
研
究
に
協
力
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
私
自
身
も
歯
学
博
士
号

を
取
得
し
た
り
、
医
学
会
な
ど
で
の
発
表
を
通
じ
、
メ
イ
ク
を
学
問
と
し
て
確
立
す
る
た
め
の

啓
発
に
努
め
て
い
ま
す
。

●
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
で
大
事
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。

か
づ
き　

そ
の
方
に
あ
っ
た
メ
イ
ク
を
提
供
す
る
た
め
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
重
視
し
て
い
ま
す
。

「
簡
単
」「
早
い
」「
汗
で
も
崩
れ
な
い
」「
一
般
の
化
粧
品
を
使
用
す
る
」
と
い
う
こ
と
を
大
事

に
し
て
い
ま
す
。
一
般
の
化
粧
品
を
使
用
す
る
の
は
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
が
特
別
な
こ
と
で
は
な

い
か
ら
で
す
。

●
四
谷
に
開
設
さ
れ
た
の
は
な
ぜ
で
す
か
。

か
づ
き　

私
は
も
と
も
と
関
西
出
身
で
、
東
京
で
最
初
に
開
い
た
サ
ロ
ン
は
青
山
に
あ
り
ま
し

た
。
そ
の
後
、
荒
木
町
に
移
り
、
四
谷
に
拠
点
を
構
え
て
か
ら
約
30
年
が
経
ち
ま
す
。
四
谷
に

移
転
し
た
理
由
は
、
青
山
が
華
や
か
な
反
面
、
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
を
受
け
る
方
々
に
と
っ
て
歩

き
づ
ら
い
と
い
う
声
が
あ
っ
た
た
め
で
す
。
四
谷
は
地
方
か
ら
の
交
通
の
便
が
良
く
、
落
ち
着

い
た
環
境
が
整
っ
て
お
り
、
と
て
も
気
に
入
っ
て
い
ま
す
。

●
社
会
貢
献
活
動
を
事
業
内
容
に
上
げ
て
お
ら
ま
す
が
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
な
さ
っ
て
い
ま

す
か
。

か
づ
き　

私
は
1
9
8
9
年
の
創
業
当
初
か
ら
、「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
心
を
持
ち
続
け
る
」
と
い
う

思
い
を
大
切
に
し
な
が
ら
、
さ
ま
ざ
ま
な
社
会
貢
献
活
動
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

1
9
9
2
年
か
ら
は
、
高
齢
者
施
設
で
の
メ
イ
ク
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
開
始
。（
新
型
コ
ロ
ナ

禍
で
一
時
中
断
し
て
い
ま
し
た
が
、
現
在
は
徐
々
に
再
開
し
て
い
ま
す
。）
ま
た
、
東
日
本
大

震
災
の
際
に
は
被
災
地
を
訪
問
し
、
避
難
所
で
メ
イ
ク
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
メ
イ
ク

を
終
え
た
皆
さ
ん
の
笑
顔
が
と
て
も
印
象
的
で
し
た
。
2
0
0
0
年
に
、「
顔
と
心
と
体
」
の

専
門
家
が
連
携
し
、
外
見
に
関
す
る
悩
み
を
持
つ
方
々
と
一
緒
に
考
え
る
場
と
し
て
、「
顔
と

心
と
体
研
究
会
」
を
発
足
し
ま
し
た
。
以
来
、
私
は
理
事
長
と
し
て
、
こ
の
研
究
会
の
活
動
を

牽
引
し
て
い
ま
す
。
こ
の
研
究
会
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
以
前
は
年
間
1
0
0
回
以
上
の
メ
イ
ク
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
を
行
い
、
メ
イ
ク
に
よ
る
心
の
ケ
ア
を
広
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、公
益
目
的
事
業
の
認
定
を
受
け
た
「
メ
ン
タ
ル
メ
イ
ク
セ
ラ
ピ
ス
ト
®
検
定
」
も
行
っ

て
お
り
、
セ
ル
フ
メ
イ
ク
を
学
べ
る
4
級
か
ら
、
病
院
の
外
来
で
メ
イ
ク
指
導
や
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
が
で
き
る
1
級
ま
で
の
資
格
を
取
得
で
き
ま
す
。

●
今
後
の
目
標
は
ど
の
よ
う
な
こ
と
で
す
か
。

か
づ
き　

リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
を
学
術
領
域
と
し

て
確
立
さ
せ
る
た
め
、
各
分
野
の
専
門
家
の
方
に

ご
協
力
い
た
だ
き
「
顔
と
心
と
体
」
に
関
す
る
学

会
を
創
立
さ
せ
た
い
と
思
い
ま
す
。
医
療
機
関
で

は
、
多
く
の
方
が
国
家
資
格
を
有
し
て
い
ま
す
。

メ
イ
ク
に
つ
い
て
も
国
家
資
格
の
創
設
を
目
指
し

つ
つ
、
メ
ン
タ
ル
メ
イ
ク
セ
ラ
ピ
ス
ト
検
定
を
取

得
し
、
全
国
の
必
要
と
さ
れ
る
病
院
に
メ
イ
ク
外

来
が
常
設
さ
れ
る
こ
と
を
願
っ
て
い
ま
す
。

●
最
後
に
四
谷
法
人
会
に
期
待
す
る
こ
と
と
か

ご
希
望
と
か
あ
り
ま
す
か
。
経
営
者
向
け
の
メ

イ
ク
教
室
な
ど
も
お
願
い
で
き
ま
す
か
。

か
づ
き　

講
演
会
や
親
睦
会
な
ど
に
参
加
し
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
機
会
を
い
た
だ
け
れ

ば
、
研
修
会
な
ど
で
リ
ハ
ビ
リ
メ
イ
ク
や
メ
イ

ク
術
な
ど
を
お
話
で
き
る
か
と
存
じ
ま
す
。

●
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
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リハビリメイクを
学問にするために。
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